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The rise in wages and 'Family wage' in the Period 
           of high-economic grouth.
 Rinkn MANARE
1.問 題 の 所 在
性別役割分業 と女性 の ライ フコー スの変化
　戦後 の就労構造 の変化や ライフサイ クルの変化は、女性 の ライ フコースのみで はな く男女
間 の性別役割分業 の あ り方 を大 き く変 えた。戦後 の高度経済成長期 は 「男 は仕事、女 は家庭 」
とい う性別役割分 業 のパ ター ンが最 も普及 した時期であ る。
　落合(1993)は 、高 度経済成長期にM字 型 の谷が深 くな り、はっきりす るようにな った こ
とを指摘 した。 また、同一 コーホー トについて女性の労働 力率の変化を結ぶ と、戦後生 まれ
の コー ホー トでM字 型 の谷 が深 くなり、 この コーホー トで専業主婦 にな る女性 が多 くな っ
た ことも指摘 して いる。
　図1は 、女性 全体 と20歳 代および40歳 代 の女性の労働力率を示 したもので ある。女性全
体 の労働力率 の変化 をみ ると、1955年 に54%で あ ったのが1975年 には43%に まで低下 し、
その後 上昇 に転 じた。年齢 層 ごとに見 ると25～29歳 の労働 力率 は1960年 の50.1%か ら
1970年 に は44.9%に 低 下 し、1975年 には41.9%へ とさ らに低下 して いるのに対 して、45～
49歳 の労働力率 は1960年 には56.8%か ら1970年 に63.0%へ と上 昇 して いる。 っ まり、 平
均初婚 年齢 の周 辺で あ る20歳 代 の後半 で、労働 市場 か ら出て行 く女 性が増 えた ことが分 か
る。 また、 結婚や 出産 を機 に して就労 を止め る人 は1946～50年 生 まれの コーホー トで多 く
な る(真 鍋1998)。 この コー ホー トが20歳 代後半であ ったの は1970年 代前半 である。これ ら
の ことか ら、高度経済成長期 を通 じて、特 に30歳 前後 の女性 が専業主婦化 した とい うことが
で きる。
　 ただ し、40歳 代 の女性 の労働力率 はオイルシ ョックの時期 を除 いてほぼ一貫 して上昇 して
いる。 すなわ ち この年齢 層で は、専業主婦化で はな く、労働力化 が進 んだ といえよ う。 ただ
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扶養者 として労働市場で賃金を獲得 し、妻が被扶養者 として家事を行 う」という家族のあり
ようが成立 ・普及 したということになる。
　M字 型の労働力率の曲線には現在にいたるまで大 きな変化はない(岩 井 ・真鍋、2000)。ま
た、結婚を機に仕事をやある女性は減少 したものの、仕事をやめる時期が出産の時期に移行







　高度経済成長期を通 じて起 こった女性のライフコースの変化を、落合(1993)は サラリー
マン化すなわち雇用労働市場の拡大によって説明する。すなわち、雇用者が増加 したことに
よって、家族が生産の場ではな くなり、それ以前には家族内で生産に関わっていた女性が生
産労働か ら切 り離され、無償の家事労働を行 うようになったとす る。 しか し、雇用労働力化
から女性のライフコースの変化を説明するのは不充分であろう。単に雇用労働力化するだけ




　夫ひとりの稼 ぎで妻子を養 うことができる賃金を 「家族賃金」と呼ぶ。木本(1995)は こ





査か ら明 らかに した千本(1990)が ある。千本は 「男性が労働市場 という公的な領域で、女
性が家族 という私的な領域で働 く」という性別役割分業のパター ンが成立するためには、少
なくとも夫の賃金収入によって家族の生活が維持できる必要があり、男性世帯主の収入を世
帯の実支出ωで除 した値が1を 超えた時点で家族賃金が成立 したと仮定する。 そして、 戦前
の家計調査の分析を通 じて、明治後期までは中流階級や新中間層においてのみ一般的であっ
た 「夫が雇用労働者で妻が専業主婦」という性別役割分業の形態が、昭和初期に管理 ・会社
員 ・工場労働者にまで普及 したことを明らかに した。
　 しか し、戦中 ・戦後を通 じた経済的な変動によって、家族の生活は大きく変動 し、戦後を
通 じて農業を中心とする自営業層が縮小し、雇用者が非常に多 くなった。そのため、千本の
















　賃金 に関する調査 としては労働省が毎年雇用者個人と事業所に対 して行 っている 『賃金セ
ンサス』がある。また、賃金の上昇と家族賃金について分析するために、総務庁統計局の 『家
計調査』ω を利用する。 この調査は毎年農業世帯と単身世帯を除く世帯を対象 にして行われ
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に比べて、1975年 には7.4倍 になった。また女性では1955か ら1975年 までに9.0倍 になり、
女性の方が賃金の上昇が大 きい(4)。また、物価の上昇を考慮 した場合〔5}でも、1955年 か ら1975
年までの間に男性では2.3倍 、女性で2.8倍 になっている。 しか し、低成長期に入った1970
年代以降には上昇率がそれ以前に比べて小さくなった。
　わが国の賃金は、年齢があがるとともに賃金 も上昇する 「年功型賃金」 と呼ばれている。
各年齢層の賃金をつないだ曲線は賃金プロファイルと呼ばれている。高度経済成長期には、
物価も大きく上昇 している。そのため同一コーホー トの賃金の変化を見 るときには、物価の
上昇の影響を取 り除 く必要がある。そこで、1955年 の消費者物価指数を基準 として、賃金の
上昇率をその上昇率で除 して物価の上昇の影響を取 り除いてから、年齢別の賃金の推移を描





　賃金 プ ロフ ァイルは、 ほとんどの場合、図2の ように一 時点 の賃金調査 に基づ いて描かれ
てい る。 その ため、賃金 プロ ファイルが示す曲線 は個 人が経験 す る賃金 の変化 とは異 な った
もの とな って しまう。例 えば1960年 に20歳 であった人 は70年 には30歳 、80年 には40歳 、
90年 に は50歳 にな る。そこで、戦後 を通 じて個人が たどった賃金をみ るために、各 コーホー
トがそれぞれ の時点 で属 していた年齢層の賃金 をっな いで、 コーホー トごとの賃 金プ ロファ
イルを作成 した。 同一 コーホー トの賃金を結 んでコーホー トの賃金 プロフ ァイルを作成 した
(図3)ω 。
　 まず、プロフ ァイルのかたちをみ ると、どのコーホー トも50歳 代 まで は年齢 とともに賃金
が上昇 してお り、 クロスセクシ ョナルなデータか ら描 くプ ロフ ァイルとのお おきな違 いはな
い。ただ し、1965年 か ら1975年 にか けて、どの年齢層で も賃金が大 き く上昇 したため、その
コーホー トがその時期 にどの年齢であ ったか によって、 プ ロファイルの形が多少異 なって い
る。1940年 以前 に生 まれた コーホー トは、 賃金が上昇 し始め る1965年 以前 に20～24歳 で
あ った。その ため、例 えば1936～40年 コー ホー トで は、20歳 代後半 に賃金 が上昇 し始 める
など、 コー ホー トに よって賃金が上 昇 し始 ある時期が異 な ってい る。
　 1941～45年 生 まれ コーホー トでは、1940年 以前 に生 まれた コーホ ー トと比 べて25～29
歳 での賃 金がかな り高 くな っている。このコーホー トは1965年 に20～24歳 であ り、このと
きの賃金 は前の コーホー トと比べてそれほ ど上昇 して いないのだが、 その後全体 の賃金 が上
昇 したたあ、25～29歳 では、 前の コーホー トが同年 齢の時期 に得 ていた賃 金 と比 べて大 き
く上 昇 して いる。 また、 この コーホー トの賃金 はその後 も上昇 して いる。
　 1946～50年 生 まれ コーホー トは、1970年 に20～24歳 であ り、すで に全体の賃金上昇 が
始 まった時期 に労働市場 に入 っている。 そのため、20～24歳 の賃金が前の コーホー トと比
べて大 き く上昇 してい る。 また、25～29歳 の賃金 も前の コーホー トと比べ るとかな り上昇
図3　 コーホー ト別賃金の推移(男 性)
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してい る。
　 1951～55年 生 まれでは、20～24歳 の賃金が、それ以前 の コーホー トと比べ てさ らに上昇
す る。 しか し、 この コーホー トは低成長期に入 った1975年 に20～24歳 であ るため、 その
後、前 の コーホー トのよ うな急速 な賃金の伸 びを経験 して はいない。
　 このよ うに、 コーホー ト別 の賃金 プロファイルか らは、1940年 以 降 に生 まれ たコーホー ト
で、20歳 代で の賃金 が高か ったことがわかる。特 に1941～45年 生 まれ コーホー トで、平均
初婚年 齢周辺 の25～29歳 時点 での所得が前の コーホー トと比 べて上昇 し、1946～50年 生
まれ コーホー トで は20～24歳 での賃金 も高い上 に、25～29歳 で もさ らに賃金が さ らに上
昇 して いる。
　 高度経済成長 期の所得 の伸 びは、男性労働者が家族賃金 を得 る可能性を高 めた と考え る こ
とがで きる。特 に若年層 の賃 金の上昇 は、結婚や出産 を機 に女 性が仕事を止 めて専業主婦 に
な るための経済 的な基盤 を提 供 した と考え ることがで きるだ ろう。
3.2　 家計における夫と妻の収入
　先の節では、高度経済成長期に所得が大きく上昇 し、特 に1941～45年 および1946～50
年生まれコーホー トで、25～29歳 での賃金がそれ以前のコーホー トにくらべて上昇 したこ
とを明 らかにした。労働市場か ら得られる賃金が上昇することは、家計の収入構造に対 して
何 らかの影響を与えることになる。物価の上昇を考慮 しても、男性の所得が大 きく上昇する
ことは、直接に家計収入が増大することにつながる。そのため、男性の賃金が上昇すること
は、家族賃金が成立する可能性を増大させるだろう。 そこで、1960年 から1975年 にかけて






のように変化 したかをみることで、家計に対 して1965年 か ら75年 にかけての賃金の上昇の
影響を見ることにしよう。
　まず、家計収入全体にっいて述べておくと、1970年 から75年 にかけて大きく伸びたこと

























糊1965年 までは妻 とその他 の世帯 員,70年 以降 は妻のみ
は83.78%へ と2%程 度上昇 し、1975年 には83.98%へ と上昇 し、その後 は低下 している。 ま
た、妻 の賃金 収入が家計収入全体 に閉め る割合 は1970年 に4.47%で あ ったのが、1995年 に
は9.54%と 、 この30年 間 の間 に5%程 度上昇 している{9}。
　家計全 体 の収入 に対 す る世 帯主 の収 入の比率が1975年 まで はわずかで はあるが上昇 して
いる ことは、世帯の有業者 の減少や、世帯主 の賃金所得 の上昇が もた らした変化で あると考
え られ る。
　さて、 全体的 な動 向 として、世帯主 の賃金の上昇が世帯主 の家計 に対す る寄与 を高 めたこ
とが明 らか にな った。 しか し我 々にとって重要 なのは、年齢層 によって世帯収入 における夫
と妻 の寄与率が異 な ってい るのではないか、 ということで ある。 そのために、年齢層 ごとに
世帯 の実収入 におけ る世帯主 の賃金 の比率 をみ ると、1960年 か ら1970年 にか けて、特 に20
歳代 で大 きな変化 があ った ことが分か る(図4)。1960年 の20～24歳 では、世帯 の実収入 の
57%程 度 を世帯主 の賃金収入が 占めていた。 しか し、1970年 には72%、1975年 には80%程
度 とな り、その後 は80%前 後 となってい る。20～24歳 の世帯主寄与率 の上昇 に対 しては、
世帯 主 の賃金 の上昇 とと もに、家族構成 の変化が大 き く寄与 してい る。1960年 には この年齢
層の世帯 は3.88人 の世帯員 で、有業者 が1.88人 であった。 しか し1965年 には世帯員 は3.12
人、有業者 が1.64人 に低下 し、1970年 には世帯員 は2.88人 、有業者 は1.53人 へ とさらに減
少 して いる。特 に有業者率 の減少 は、他 の世帯員の収入 の減少 と結 びついてい る。その結果、
世帯主 の収入 の寄与 率が大 き く上昇 したのである。
　 また、25～29歳 で も、 世帯主の賃金収入 が世帯収 入に 占め る割 合が1960年 には74%で
あ ったのが、1970年 に は85%、75年 で も85%と 大 き く上昇 して いる。 この年齢層 で も、世
帯規模 が1960年 の3.49か ら1965年 には3.19へ と大 き く低下 し、1970年 に は3.22と な って
いる。また、有業者数 も1960年 には1.53に 、1965年 には135人 、1970年 には1.36人 とな り、
1960年 か ら70年 にか けて、世帯 人数 も有業者 も低下 してい る。この ことか ら、家族構成の変
化 と20歳 代 で若年 の賃 金 の上昇 によって、世帯主 の収入へ の依存 が増 した と考 える ことが
で きよ う。 すなわ ち賃金 が まだ低 い20歳 代 で も家族 賃金が成立す る可 能性が高 ま ったので
あ る。
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図4　 世帯主の家計収入に対する寄与率の推移
　ただ し、世帯収入への世帯主の寄与率のみでは、世帯主の賃金 と家計の関連を明 らかにす
ることは出来ない。妻の就労率の低下や、他の世帯員の就労者の減少によって世帯主の寄与




　千本(1990)は 、世帯主の賃金所得を世帯の実支出で除 した値が1を 超えた時点で、家族
賃金が成立 したとする。そこで、表1に 戻って1955年 以降の家計調査から、千本 と同様に世
帯主の賃金所得を家計の実支出で除 した値の変化を追ってみよう。
　 この値は1960年 には0.89で あり、 平均的に見て世帯主の賃金のみでは家計の支出をまか
なうことが出来 こいない家族りはうが多かったと思われる。ig65年 にはo.98と なり、この値
が家族賃金の成立を意味する1に 近づいて くる。 そして1970年 には1.03と1を 超えるよう
になる。1960年 か ら1970年 にかけて、雇用労働者は、平均的にみれば世帯主の所得のみで家
計の支出をまかなえるようにな ったのである。1975年 にはこの値は1.19へ とさらに上昇 し





から1975年 にかけて、女性の労働力率は低下 している。ただ し、全体 としての女性労働力率




　次 に年齢層 ごとの世帯 主の賃金収入 を家計の実支 出で除 した値 を算 出 して、 その変化 を見
た(図5)。 この図をみ ると、1960年 にはどの年齢層 で も値が1を 切 ってお り、どの年齢層 で
も1960年 で は家族 賃金が成立 していなか った ことが分 か る。 この値 が もっと も大 きいのは
40歳 代 であ る。20～24歳 で は0.61、25～29歳 で は0.81と 、年齢 とともに1に 近 づいてい
る。30～34歳 にな ると、 さらに上昇 して0.90と な り、40～44歳 では0.95と かな り1に 近
づ くが、1を 超 え ることはない。 しか し、 どの年齢層 で も実収入 は実支 出を上 回 ってお り、
家計 と しては黒字 に なっている。 そ こで、世帯主の賃金以外 に他 の世帯 員によ る収入 や事業
収入 など、多様 な収 入源か ら収入を得 ることが、勤労 者世帯 で も一 般的であ った ことが分 か
る。また、先 に も指摘 した とお り、1960年 には20歳 代 の世帯 の世帯人数 も有業者 も多 く、世
帯主 の両親 な どと同居 していた可能性 が高 いq①。 また、 世帯人数が多か ったために支出が大
きか った と考 え ることが できる。
　 1965年 には、20～24歳 では0.76、25～29歳 で も0.97と 世 帯主 の収入が家計の支出を下
回 ってい る。 しか し、年齢 とともに この値 は上昇 し、30歳 代 にな ると1.03と 、世帯主の収 入
で世帯 の支 出が まか なえ るよ うになる。 しか し、45～49歳 にな ると0.98へ と低下す る。45
～49歳 になる と、教育費 の負担 が増大 し、非消費支 出⑪が増加す るよ うになる。その結果 と
して支 出が増大 して い る。1960年 と比べて20歳 代 で この値が大 き く上昇 して いるの は、20
歳代 の世帯 主所得が この間に大 き く上昇 してい るためで ある。
　 1970年 には20～24歳 で は0.78、25～29歳 では1.04へ と20歳 代後半 に して1を 超え る
ようにな る。1975年 で は1を 超え る年代 が最 も多 く、20～24歳 で も0.95、30歳 代 になると
1.1を も超 え るよ うになる。 また、40歳 代で も1を 超 え るようにな る。1980年 以降 もこのパ
ター ンは続 き、40歳 以上 で も1は 超 えているものの、30歳 代 に比べ る とかな りこの値が低下
す る傾 向が あ る。教育費 の負担 の増 大や非消費支出 が増 大す る ことが その大 きな要 因であ
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る。そこで、相対的な収入低下を補うために、40歳 代以降の女性の就労率が上昇すると考え
ることが出来よう⑬。
　ここで、 特に注 目したいのは結婚や出産が多 く行われる時期である30歳 前後である。25
～29歳 では、1960年 には0.81で あり、世帯主の収入では家計支出がまかなえなか ったのが、
1965年 には0.97へ と上昇 し、1975年 には1。04と世帯主の収入で世帯の支出をまかなえるよ









かったのは20歳 代であった。世帯主が20歳 代の世帯における世帯規模の縮小 と有業者の減
少とともに、世帯主の賃金が上昇 したことによって、20歳 代で世帯主の賃金収入のみで家計
を維持できるようになったのである。そこで高度成長期を通 じて、特に30歳 前後では家族賃
金が1960年 代 に定着 し、女性が専業主婦化する基盤が成立 したと考えられる。
　 ここまでは、クロスセクショナルなデータに基づいて家族賃金の成立を見てきた。そこで、
次にコーホー トごとに世帯主の賃金を実支出で除した値の変化をみた。(図6)。 これをみる
と、1941～45年 生まれコーホー トで、 はじめて25～29歳 での世帯主の賃金を実支出で除
した値が1.04と となり、20歳 代後半で1を 超えるようになる。 それ以前のコーホー トでは
30歳 代になるまではこの値が1を 超えることはない。1946～50年 生 まれコーホー トでは25




立 し、専業主婦化の基盤が整 ったのは、 コーホートでは1941～45年 生 まれか らであった。
このコーホー トは、20歳 代後半の女性の労働力率が低下 し始あたコーホー トである。また、
コーホー トによる違いは、非常に少なく、ほぼ一貫 して賃金と家計支出の関係は変化 してい
ないことが分かる。
　 ここまでの分析をまとあると、高度経済成長期を通 じて男性の賃金が上昇 したことによっ
て、家計に対する世帯主の寄与率が上昇 し、世帯主の賃金が世帯の支出を超えるようになる。
また、コーホー トで見 ると、1941～45年 生まれと1946～50年 生まれコーホー トで、20歳




　 このような賃金および家計のパターンは高度経済成長がおわった後の80年 代、90年 代に





　本稿では、『賃金セ ンサス』および 「家計調査』の分析を通 じて、高度経済成長期に労働市
場における賃金の変化 と家族の変化をあとづけた。分析か ら明 らかになったのは以下の点で
ある。
　まず、高度経済成長期を通 じて男女とも賃金が上昇 した。20歳 代後半の賃金の変化を見た
場合には1965年 か ら1975年 にかけて特に大きく上昇 している。同一 コーホー トの賃金を見
る場合、30歳 前後の賃金が大きく上昇 していたのは1941～45年 コーホー トと1946～50年
コーホー トである。それ以降のコーホー トでは、30歳 前後の賃金 は1940年 生まれのコー
ホー トほど大 きくは上昇 していない。
　次に家計の側か らみると、世帯主の賃金収入が世帯収入全体に占める比率が全体でもわず
かではあるが上昇 した。この変化は、特に20歳 代で顕著であり、20歳代では世帯主の収入が
家計収入全体 に占ある割合が1960年 から1970年 にかけて特に大きく上昇 している。
　最後に、家族賃金の成立の指標とされている、世帯主の賃金収入を世帯の実支出で除 した
値の変化を見ると、全体でみると1975年 までにこの値が上昇 して1を 超えるようになる。特
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　また、コーホー トで見ると、世帯賃金が20歳 代後半で成立するようになるのは1941～45
年および1946～50年 生まれのコーホー トであった。 このコーホー トは、実際に労働力率び
M字 型がクリアになるコーホー トであり、この変化を20歳 代後半での家族賃金 の成立が支
えていたと考えることができる。 しかし、1946～50年 のコーホー ト以降でも家族賃金が成
立 している。 このことは、結婚を期に就労を止めるという選択肢が、その後 も維持されてい
ることを示 している。







経済成長期に普及 した 「男は仕事、女は家庭」 という性別役割分業が、経済的な基盤を失う
ことになる。今後の賃金体系の変化は、家族内での性別役割分業、社会全体における性別分





ることができる。しかし、1960年 の時点では、結婚 しても生活を維持でなかったにも関わ ら






(2)1950年 ごろには生活給的な手当てが賃金全体に占める割合が4割 と高 くかったが、その後、生
　　活給的な給与は減少 し、基本給の割合が上昇 した。 その後、 職務給が1960年 代に導入される
　　が、年功賃金 との妥協が特徴であり、年功賃金自体は現在に至るまでは残 っている(労 働大臣
　　官房労働統計調査部、1972)。しか し、小野(1990)が 指摘するとお り、給与の中で生活給のウェ




(4)結 果 として男女の格差も縮小しているが、女性の賃金は、男性の賃金の60%程 度と低い。
(5)消 費者物価の伸び率で賃金の伸び率を除して算出した。
(6)ま た、世代間の賃金格差の指標として、45～49歳 の賃金に対する20～24歳 の賃金の費を算
　　出すると、1955年 には44.3で あったが、1965年 には50.7、1975年 には53,9と なっており、高
一70一
真　鍋:高 度経済成長期の賃金の上昇と家族賃金
　　度経済成長期には若年層の相対所得が上昇 した。 また、その後1985年 には47.8、1995年 には
　　48.5に 低下 している。
(7>女 性では、同一時点の賃金プロファイルでは、30歳 代以降の賃金の上昇が見 られないことがよ
　　 く指摘される(木 下1999な ど)。本稿では、家族賃金の成立を主眼とするため、女性の賃金の
　　上昇にっいては扱わない。ただし、女性についても同一 コーホー トの賃金を結ぶと、 どのコー





　　 ここでは便宜上、世帯主=男 性ということにした。85年 以降も、世帯主の賃金を利用 した。
(9)た だし、妻の収入に関しては、妻の就労率の上昇 も大きく影響 していると考えられる。
⑩ 　実際、家計調査 の核家族率は、1965年 には平均 して72.53%で あ り、その後1965年 には
　　76.49%に 上昇する。核家族率の上昇は、特に20～24歳 や25～29歳 で大きく、20～24歳 層
　　では1965年 には45.68%で あったのが1975年 には70.79%ま で上昇する。また、25～29歳




　　 どもあ り、 これ らを含めると世帯主の賃金のみでは世帯支出をまかなえない可能性が増加す
　　 る。
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